
職員 0.13人 0.1人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 19,339 5,319 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 職員研修の参加者数
人

職員研修に参加した職員 200 200 200

① の人数 570 279 －

活動 市民講座・会議等への参加者数
人

平成２５年度については 400 400 -

② 市民会議等への参加者数 439 480 －

成果 条例制定に係る市民等からの意見 自治基本条例の制定に係 30 50 -

① 数 るアンケート・パブリッ 38 153 －

成果 条例の制定 制定された場合は「1」 - - 1

② 、されなかった場合は「 - - －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

市民会議の参加者数が目標値を達成することができた。
状況

また、条例制定に当たっては、多くの市民からの意見により合意形成を図っていくことが重要であり、この市民からの意見数
の分析

も目標値を達成することができた。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 36205 協働型行政マネジメントシステム構築事業

担当組織 総務部 経営企画課 担当 行政改革担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 07 01 03

記入日 平成26年06月11日
H25 07 04 00 H25 01 02 01 07 01 03

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 01 市民とともにつくる地域経営

● 対象外
施策 81 地域力の向上

事業期間 平成２３年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民、企業、ＮＰＯ、職員等

市民協働の推進と新しい仕組みの構築にむけて、政策の立案やその実施に市民が積極的に参画できる総合的なシステムを構

事業目的 築する。

自治基本条例の策定、行政評価の見直し及び実施、外部評価の見直し及び実施、実施計画の見直し及び実施。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） ■協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

自治基本条例 自治基本条例

（市民会議の （条例案策定

開催・条例案 等）

策定等）、行

事　業　費 9,661 2,825 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 9,661 2,825 0 0 0

人　件　費 9,678.48 2,494.32 0 0 0

投入 常勤職員 1.47人 0.38人 0人 0人 0人

人員 非常勤



平成２５年度で終了

＜判断理由＞

平成２６年度に自治基本条例を制定することから、平成２６年度をもって本業務を終了とする。

事業の方向性

今後の取組方針

2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

自治基本条例は、市民・議会・行政が協力して協働のまちづくりを進め、まさに

Ａ Ａ Ａ 地域力の向上を図っていくことを目的としており、施策の目標達成に大いに貢献

していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

会議の支援や議事録作成など効率化を図れる業務を、経費を抑えつつ委託してお

Ａ Ａ Ａ り、経費水準は適正であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

条例の方向性の決定など市職員が行うべき業務と、会議の支援や議事録作成など

Ａ Ａ Ａ の委託により効率化を図れる業務を見極めて、総合的に業務を進めており、効率

的かつ効果的に取り組んでいると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

本事業は、戸田市全体のまちづくりを考えていくもので、全ての市民に関わる内

Ｂ Ｂ Ｂ 容であり、事業の効果は広く市民に還元されるものであると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
・自治基本条例検討市民会議において、より検討を重ね、議論を深めたいという市民会議からの要望により、　

　会議開催数を増やすとともに、骨子案作成部会や条文作成部会を設けるなど運営方法に工夫を加えた。

見直し内容

・制定作業を進めながら、協働の第一歩につなげていくことができた。

・市民とともに条例骨子案及び条例素案を作成することができた。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ●平成２６年度で終了 ○



0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 調査票発送数
件

- -

① - －

活動
② －

成果 調査票回収率
％

回収数/発送数 - -

① - －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 24666 市民意識調査事業

担当組織 総務部 経営企画課 担当 企画担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成25年06月14日
H25 07 04 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 01 市民とともにつくる地域経営

● 対象外
施策 81 地域力の向上

事業期間 平成１９年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
戸田市に居住する外国人を含む満１６歳以上の市民３，０００名（無作為抽出による）

戸田市の市民生活及び市政に関する市民の意見や要望を把握し、今後の戸田市のより良いまちづくりを推進していくための

事業目的 基礎資料を得ることを目的とする。

無作為に抽出した上記の対象者に対し、アンケート形式の調査票を郵送により配布・回収し、得られたデータを基に内容の

分析を行う。結果については、ホームページ等で市民に広く公表する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

市民ニーズの

把握に関する

アンケート調

査の実施

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人



4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ●５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

本事業は、４年に１度の定点調査である。従って、次回は、平成２６年度実施予定であるため、事業の方向性は

事業の方向性 「休止」としている。また、平成２６年度は、第４次総合振興計画後期基本計画の策定作業を開始することから

、後期基本計画の策定事業において実施する、市民意識調査とコラボレーションさせ、本事業は、後期基本計画

策定事業に組み込む。ついては、平成２７年度に後期基本計画策定事業で実施した市民意識調査について事後評

価することとする。

今後の取組方針


